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規 則 
 

 亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成３０年１月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１号 

 

亀岡市事務分掌規則の一部を改正

する規則 

 

 亀岡市事務分掌規則（平成１２年亀岡市規則

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第３環境市民部の部環境政策課の項中 

「新エネルギーに関すること。」を 

「新エネルギーに関すること。 

亀岡ふるさとエナジー株式会社との連絡調 

整に関すること。           」

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市告示第１号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において平成３０年１月９日から平成３０

年１月２３日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年１月９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 路線番号   ０１２６６ 

２ 路 線 名   亀岡駅北線 

３ 道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員

亀岡市追分町谷筋7番先から 

亀岡市追分町下島21番の3先まで 
前 

11.00ｍ
788.80ｍ 

変更後路線幅員 

最小 18.00ｍ 

最大 78.00ｍ 

変更後路線延長 

   440.00ｍ 

78.00ｍ

亀岡市追分町谷筋7番先から 

亀岡市追分町下島21番の3先まで 
後 

18.00ｍ
440.00ｍ 

78.00ｍ

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成３０年１

月９日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成３０年１月９日から平成 
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３０年１月２３日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３０年１月９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 

路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 
供用開始 
延 長 

幅 員 

01266 亀 岡 駅 北 線 

 

 
亀岡市追分町谷筋１２番の２先  

 
414.00m 

18.00m

亀岡市追分町下島１９番の１先 ～ 78.00m

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成３０年１月１０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

 ⑴ 平成２９年度固定資産税・都市計画税賦課額変更（決定）通知書 

   （賦課年度平成２５～２９年度分） 

 ⑵ 固定資産現所有者の認定について（通知） 

 ⑶ 固定資産税（補充）台帳登録価格等通知書 

２ 送達を受けるべき者 

   住 所  省略 

   名 称  省略 

３ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１１２条において準用

する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成３０年１月１０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 

後期高齢者
医療保険料
額変更決定
通知書 

平成29年度 
後期高齢者
医療保険料

省略 省略 

2 督促状 
平成29年度 
第5期 

後期高齢者
医療保険料

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成３０年１月１１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 
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１ 送達する書類 

   平成２９年度軽自動車税納税通知書 

２ 送達を受けるべき者 

 住    所 氏名又は名称 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

6 省略 省略 

7 省略 省略 

8 省略 省略 

9 省略 省略 

10 省略 省略 

11 省略 省略 

12 省略 省略 

13 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次の者を

住民基本台帳から職権消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

 

   平成３０年１月１２日 
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                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 住  所  省略 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第７号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成３０年１月１２日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

   督促状 平成２９年度 第４期 固定資産税・都市計画税 

２ 送達を受けるべき者 

 住    所 氏名又は名称 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

6 省略 省略 

7 省略 省略 

8 省略 省略 

9 省略 省略 
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10 省略 省略 

11 省略 省略 

12 省略 省略 

13 省略 省略 

14 省略 省略 

15 省略 省略 

16 省略 省略 

17 省略 省略 

18 省略 省略 

19 省略 省略 

20 省略 省略 

21 省略 省略 

22 省略 省略 

23 省略 省略 

24 省略 省略 

25 省略 省略 

26 省略 省略 

27 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第８号 

 

 かめおか桜守認定制度実施要綱を次のように

定める。 

 

   平成３０年１月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

かめおか桜守認定制度実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、桜に関する優れた知識及

び管理技術を有する者を「かめおか桜守」と

して認定し、市内の桜の適切な維持管理を行

うことで、亀岡市の桜の魅力を市内外に広め

ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「かめおか桜守」と

は、桜に関する優れた知識及び管理技術を有

する者として市長が認定した者をいう。 

 （対象者） 

第３条 かめおか桜守の認定を受けることがで

きる者は、次の各号のいずれにも該当する者

とする。 

⑴ 桜守養成講習会を通算で４回以上受講し

た者 

⑵ 桜の管理に関して十分な知識及び技術を

修得している者 

⑶ 第６条第１項に規定する業務を適切に行

うことができる者 

 （認定の申請） 

第４条 かめおか桜守の認定を受けようとする

者（以下「申請者」という。）は、かめおか

桜守認定申請書（別記第１号様式）により市

長に申請するものとする。 

 （認定の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があっ

た場合は、認定の可否を決定し、その結果を

かめおか桜守認定（不認定）通知書（別記第

２号様式）により申請者に通知するものとす

る。 

２ 市長は、かめおか桜守として認定した者に

かめおか桜守認定証（別記第３号様式）を交

付するものとする。 

 （業務） 

第６条 かめおか桜守は、次に掲げる桜に対し

て簡易な剪定、施肥、病害虫駆除、清掃、そ

の他の簡易な作業を行うものとする。 

⑴ 市が管理する土地に植栽されている桜 

⑵ 市が管理又は指定する桜 

２ かめおか桜守は、前項に掲げる作業を実施

しようとするときは、事前に市長に申し出る

ものとする。 

３ 市長は、前項の申出があったときは、作業

実施の適否を決定し、当該かめおか桜守に通

知するものとする。 

４ かめおか桜守は、第１項に規定する作業を

終えたときは、かめおか桜守作業報告書（別

記第４号様式）を市長に提出するものとする。 

 （認定の取消し） 

第７条 かめおか桜守は、認定の取消しを受け

ようとするときは、かめおか桜守認定取消申

請書（別記第５号様式）により市長に申請す

るものとする。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、かめお

か桜守として適当でないと認めた者について

は、当該認定を取り消すことができる。 

 （認定取消の決定） 

第８条 市長は、前条の規定により認定を取り

消した者に対して、かめおか桜守認定取消通

知書（別記第６号様式）により通知する。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定める。 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 
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 亀岡市告示第９号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成３０年１月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成３０年１月２４日（水） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  ３台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転

車は、関係法令等の規定により処分する。 

 

※ 連絡先 土木建築部 土木管理課 

      電話 0771（25）5043 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１０号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成３０年１月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

2 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

3 更正通知 平成29年度 国民健康保険料 省略 省略 

4 決定通知 平成29年度 国民健康保険料 省略 省略 

5 更正通知 平成27年度 国民健康保険料 省略 省略 

6 更正通知 平成28年度 国民健康保険料 省略 省略 

7 更正通知 平成29年度 国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
平成29年度 
第2期 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
平成29年度 
第3期 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
平成29年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
平成29年度 
第5期 

国民健康保険料 省略 省略 

12 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
平成29年度 
第5期 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

15 更正通知 平成29年度 国民健康保険料 省略 省略 
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16 督促状 
平成29年度 
第5期 

国民健康保険料 省略 省略 

17 督促状 
平成29年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定によ

り、下記の国民健康保険被保険者証は無効としたので告示する。 

 

   平成３０年１月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１２５２－６２００６ 

１ 当該者生年月日  昭和３５年２月１５日 

 

２ 保 険 者    亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

 

３ 交付した日    平成２８年４月１日 

 

４ 無効になる日   平成３０年１月３１日 

 

「掲示済」 
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訓 令 
 

 亀岡市訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市工事請負業者選定事務処理要領の一部

を改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成３０年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市工事請負業者選定事務処理

要領の一部を改正する訓令 

 

 亀岡市工事請負業者選定事務処理要領（昭和

４５年亀岡市訓令第５号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第４条の２第１項第１号の表中「元請完成工

事高平均」を「完成工事高平均」に、「元請完

成工事高をいう」を「完成工事高の平均値をい

う」に改め、同項第２号の表中「元請完成工事

高平均」を「完成工事高平均」に改め、同項第

３号の表備考中「完成工事高をいう」を「完成

工事高の平均値をいう」に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３０年１月１日から施行し、

平成３０年度工事資格審査から適用する。 

 

公 告 
 

 亀岡市公告第１号 

 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例（平成２８年亀岡市条例第４２

号）第８条第１項第３号及び第９条第１項第３

号の規定に基づく指定区域を指定するため、同

条例第８条第２項において準用する同条例第６

条第２項の規定により、当該指定区域の案を次

のとおり縦覧に供する。 

 なお、当該指定区域の案について、指定区域

の住民及び利害関係人は、縦覧期間満了の日ま

でに市長に意見書を提出することができる。 

 

   平成３０年１月９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 指定しようとする区域の名称 

保津地区 

２ 指定しようとする土地の区域 

亀岡市保津町荒金、泉口、今石、上ラ条、

笠ノ森、構ノ内、上大年、上火無、観音

寺、北早梅、北火無、小寺、小林、五番、

子守、早梅、三ノ坪、四ノ坪、下大年、

社ノ下、角ノ北裏、セイシカ、西垣内、

西馬場、弐番、風呂ノ本、溝行、宮ノ上、

宮ノ前、山田、山ノ口、山ノ坊、六条口、

訳目 地内 

３ 許容する予定建築物の用途 

［開発行為］ 

⑴ 専用住宅（その敷地面積が、自己の居住

の用に供するものにあっては１５０平方 

メートル以上のもの、その他のものにあっ

ては３００平方メートル以上のものに限

る。） 
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⑵ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅（その敷地面積が、自

己の居住の用に供するものにあっては  

１５０平方メートル以上のもの、その他の

ものにあっては３００平方メートル以上の

ものに限る。） 

⑶ ⑷に掲げるもののほか、第二種低層住居

専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店、その他これらに類するものでその

用途に供する部分の床面積の合計が１５０

平方メートル以内のもの（３階以上の部分

をその用途に供するものを除く。） 

⑷ 次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な店舗等でその用途に供する部分の床

面積の合計が５００平方メートル以内のも

の（３階以上の部分をその用途に供するも

のを除く。） 

ア 建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ アの農産物を材料とする料理の提供を

主たる目的とする飲食店 

ウ 自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑸ 診療所 

⑹ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル以内のもの 

⑺ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの 

［建築行為］ 

⑴ 自己の居住の用に供する専用住宅（［開

発行為］⑴又は⑵のうちその他のものとし

て都市計画法第２９条第１項の規定に基づ

く開発許可を受けた土地に建築するものを

除き、かつ、新築の場合にあってはその敷

地面積が１５０平方メートル以上のものに

限る。） 

⑵ ⑴に掲げるもののほか自己の居住の用に

供する専用住宅（その敷地面積が３００平

方メートル以上のものに限る。） 

⑶ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅（［開発行為］⑴又は

⑵のうちその他のものとして都市計画法第

２９条第１項の規定に基づく開発許可を受

けた土地に建築するものを除き、かつ、新

築の場合にあっては敷地面積が１５０平方

メートル以上のものに限る。） 

⑷ ⑶に掲げるもののほか第一種低層住居専

用地域内に建築することができる兼用住宅

（その敷地面積が３００平方メートル以上

のものに限る。） 

⑸ ⑹に掲げるもののほか、第二種低層住居

専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店、その他これらに類するものでその

用途に供する部分の床面積の合計が１５０

平方メートル以内のもの（３階以上の部分

をその用途に供するものを除く。） 

⑹ 次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な建築物でその用途に供する部分の床

面積の合計が５００平方メートル以内のも

の（３階以上の部分をその用途に供するも

のを除く。） 

ア 建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ アの農産物を材料とする料理の提供を
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主たる目的とする飲食店 

ウ 自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑺ 診療所 

⑻ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル（用途を変更する場合

にあっては１５０平方メートル）以内のも

の 

⑼ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル（用途を変更する

場合にあっては１５０平方メートル）以内

のもの 

⑽ 旅館業法第２条第４項に掲げる簡易宿所

（用途を変更する場合に限る。） 

４ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

５ 縦覧期間 

平成３０年１月１０日から 

平成３０年１月２３日まで 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第２号 

 

路上の放置物件の撤去 

 

 次の物件は、道路法（昭和２７年法律第  

１８０号）第４３条に違反し、不法占用物件と

して市民生活及び道路管理上支障となっている。 

 物件の占有者等は、平成３０年１月２４日ま

でに物件を撤去し、道路を原状に回復するよう、

道路法第７１条第１項の規定により命ずる。 

 もし、期日までに撤去されない場合は、同法

第７１条第３項の規定により、市で撤去の上処

分する。 

 

   平成３０年１月１０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 市道名 

市道保津川団地３号線 

２ 場 所 

亀岡市北河原町２丁目 地内 

３ 物件名 

ダイハツ ハイゼットカーゴ シルバー 

（京都４８０ ち １０－５５） 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第３号 

 

 一般競争入札を執行するので、次のとおり公告する。 

 

   平成３０年１月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

一般競争入札

事項 

亀岡市公有地の売却 

 売却する物件：亀岡市篠町篠野田１０番１３ 

        雑種地  合計面積 ９７．９７㎡（実測） 

入札参加資格 

日本国内に居住している者。ただし、次のアからオに該当する者は参加できな

い。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項に規定する者 

イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当し３年を経過

しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使

用する者 

ウ 亀岡市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団並びに同条第４号に規

定する暴力団員等並びにこれらの者の依頼を受けて市有地等の売買契約をしよ

うとする者 

エ 地方自治法第２３８条の３に規定する者 

オ 亀岡市税に滞納がある者 

参加申込み この入札に参加を希望する場合は、事前の申込みを必要とする。 

入札場所 亀岡市役所 ４階 入札室 

入札日時 

平成３０年２月２８日（水曜日） 

入札：午前１０時００分から 

   午前１０時５０分まで 

開札：午前１１時００分から 

参加申込受付

場所及び期間 

参加申込みは、下記の期間内に亀岡市役所１階財産管理課にて受け付ける。 

平成３０年１月２５日（木曜日）から 

平成３０年２月１５日（木曜日）まで 

受付時間は、午前９時から午後５時まで（正午～午後１時を除く。） 

参加申込用紙

等の配布期間 

参加申込用紙等は、「亀岡市公有地の売却について（元道路改築事業用地）」と

して、平成３０年１月１５日（月曜日）から亀岡市ホームページにて配布する。

入手できない人は財産管理課に問い合わせること。 

最低売却価格

の有無 

最低売却価格を設定する。 

      最低売却価格 ８，０３０，０００円 
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土地の利用 

入札する物件は、次の土地利用条件が付される。 

 周辺地域の生産環境、業務環境又は居住環境と調和した土地利用を、購入者

が事業主として行うこと。 

 なお、購入者自らが一切事業に着手することなく、第三者に譲渡することは

固く禁ずる。 

土地の用途制

限 

入札する物件は、売買契約書において次の用途制限が付される。 

ア 「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所の用途に供しないこと。 

イ 「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（昭和２３年法律第

１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第４項から第１１項に規

定する風俗関連営業の用途に供しないこと。 

無効な入札 

次の入札は無効とする。 

ア 入札参加資格のない者がした入札 

イ 指定の時刻までに提出しなかった入札 

ウ 所定の入札書によらない入札 

エ 入札保証金を納付しない者又はその金額に不足のある者のした入札 

オ 入札者又はその代理人が同一の入札について、２枚以上の入札をした場合の

その全部の入札 

カ 入札者及びその代理人がそれぞれ入札した場合のその全部の入札 

キ 入札書の金額、氏名、印影又は重要な文字が識別できない入札 

ク 入札金額を訂正した入札 

ケ 入札に関し、不正な行為を行った者がした入札 

コ 指定の日時までに事前申込みをしなかった者がした入札 

落札者の決定

方法 

最低売却価格以上の額の入札の内、最高額で入札した者を落札者とする。 

同額の入札をした者が二人以上あるときは「くじ」による。 

入札保証金 

契約保証金 

入札保証金（金融機関が振り出した保証小切手）は、入札額の５％以上 

契約保証金は、契約金額の１０％以上 

その他 
入札に関する注意事項、契約に関する注意事項、物件情報等は「亀岡市公有地の

売却について（元道路改築事業用地）」で確認すること。 

問合せ先 

申込み先 

亀岡市会計管理室 財産管理課 

０７７１－２２－３１３１（代表） 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 22 

第８７７号平成３０年２月１５日発行 

 亀岡市公告第４号 

 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項及び同法第１１条の２第１２項に基

づき、住民基本台帳の一部の写しの閲覧状況を次のとおり公表する。 

 

   平成３０年１月２３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

国又は地方公共団体の機関の請求による閲覧 

国又は地方公共団体の 

機関名 

請求事由、閲覧 

事項の利用目的 
閲覧年月日 

閲覧に係る 

住民の範囲 

防衛省 

自衛隊京都地方協力本部 

自衛官及び自衛官候補

生、防衛大学校の学生、

防衛医科大学校の学生に

関する募集事務として、

募集案内の郵送等を行う

ため 

平成28年12月6日

から7日まで 

亀岡市全域 

平成7年4月2日から平成8年4

月1日まで生まれ、平成11年4

月2日から平成12年4月1日ま

で生まれの日本人男女 

防衛省 

自衛隊京都地方協力本部 

自衛官及び自衛官候補

生、防衛大学校の学生、

防衛医科大学校の学生に

関する募集事務として、

募集案内の郵送等を行う

ため 

平成29年11月14日 亀岡市全域 

平成12年4月2日から平成13年

4月1日まで生まれの日本人男

女 

 

個人又は法人の申出による閲覧 

閲覧者の名称及び代表者名 

《委託者の氏名、名称及び 

代表者名又は機関名》 

申出事由、閲覧 

事項の利用目的 
閲覧年月日 

閲覧に係る 

住民の範囲 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《内閣府大臣官房政府広報室 

政府広報室長 日下 正周》 

「公共交通に関する世論

調査」のための対象者抽

出 

平成28年11月30日 南つつじケ丘桜台2丁目 

18歳以上の日本人男女16件 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《内閣府大臣官房政府広報室 

政府広報室長 日下 正周》 

「社会意識に関する世論

調査」のための対象者抽

出 

平成28年12月21日 西町、北町、内丸町 

18歳以上の日本人男女29件 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《大阪商業大学 

学長 谷岡 一郎》 

「第11回生活と意識につ

いての国際比較調査」の

ための対象者抽出 

平成28年12月20日 河原林町河原尻 

20歳以上89歳以下の日本人男

女17件 
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閲覧者の名称及び代表者名 

（委託者の氏名、名称及び 

代表者名又は機関名） 

申出事由、閲覧 

事項の利用目的 
閲覧年月日 

閲覧に係る 

住民の範囲 

株式会社 ビデオリサーチ 

代表取締役社長 加藤 讓 

《日本たばこ産業株式会社 

 たばこ事業本部Ｍ＆Ｓ企画部長 

 西谷 圭一》 

「2017年全国たばこ喫煙

者率調査」のための対象

者抽出 

平成29年1月12日 東別院町小泉、東別院町神

原、荒塚町、矢田町 

昭和2年5月1日から平成9年4

月30日まで生まれの男女20件

一般社団法人 新情報センター 

事務局長 平谷 伸次 

《ＮＨＫ放送文化研究所  

 世論調査部長 大滝 昭彦》 

「日本人と憲法2017」の

ための対象者抽出 

平成29年1月24日 篠町広田2丁目 

18歳以上の日本人男女12件 

株式会社 日本リサーチセンター 

代表取締役社長 鈴木 稲博 

《金融広報中央委員会 

 会長 吉國 眞一》 

「家計の金融行動に関す

る世論調査」のための対

象者抽出 

平成29年5月16日 薭田野町佐伯、薭田野町天川

20歳以上の男女22件 

株式会社かんでんＣＳフォーラム 

取締役社長 野地 小百合 

《京都府知事 山田 啓二》 

「平成29年度京都府民の

意識調査」のための対象

者抽出 

平成29年5月30日 北古世町1丁目、下矢田町、

余部町、曽我部町学ケ丘、大

井町土田2丁目、千代川町小

林、篠町広田3丁目、東つつ

じケ丘都台3丁目 

20歳以上の男女355件 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《株式会社野村総合研究所 

常務執行役員 村田 佳生》 

「テレビ視聴に関する調

査」のための対象者抽出

平成29年6月1日 北古世町1丁目 

16歳以上の日本人男女14件 

株式会社 日本リサーチセンター 

代表取締役社長 鈴木 稲博 

《日本銀行 情報サービス局 

 局長 鶴海 誠一》 

「生活意識に関するアン

ケート調査（第71回）」

のための対象者抽出 

平成29年6月6日 大井町土田1丁目・2丁目 

20歳以上の男女15件 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《内閣府大臣官房政府広報室 

政府広報室長 日下 正周》 

「国民生活に関する世論

調査」のための対象者抽

出 

平成29年6月1日 上矢田町下垣内・東垣内・上

垣内・岩田 

18歳以上の日本人男女30件 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《株式会社時事通信社 

代表取締役社長 大室 真生》 

「住民意識調査」のため

の対象者抽出 

平成29年8月15日 篠町篠 

20歳以上の日本人男女23件 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《日本放送協会 

会長 上田 良一》 

「2017年10月東京オリン

ピック・パラリンピック

に関する世論調査」のた

めの対象者抽出 

平成29年8月15日 篠町見晴1丁目 

20歳以上の日本人男女12件 

一般社団法人 中央調査社 

会長 大室 真生 

《公益財団法人 新聞通信調査会 

理事長 西沢 豊》 

「第10回メディアに関す

る全国世論調査」のため

の対象者抽出 

平成29年9月12日 大井町土田1丁目 

18歳以上の日本人男女21件 



 
亀 岡 市 公 報 

 24 

第８７７号平成３０年２月１５日発行 

閲覧者の名称及び代表者名 

（委託者の氏名、名称及び 

代表者名又は機関名） 

申出事由、閲覧 

事項の利用目的 
閲覧年月日 

閲覧に係る 

住民の範囲 

奈良大学 社会学部 

教授 吉村 治正 

「外国との付き合い方に

関する意識調査」のため

の対象者抽出 

平成29年10月5日 東つつじケ丘 

25歳以上69歳以下の日本人男

女40件 

株式会社 日本リサーチセンター 

代表取締役社長 鈴木 稲博 

《消費者庁 長官 岡村 和美》 

「平成29年度 消費者意

識基本調査」のための対

象者抽出 

平成29年10月12日 畑野町広野 

15歳以上の男女25件 

株式会社 日本リサーチセンター 

代表取締役社長 鈴木 稲博 

《警察庁生活安全局少年課 

課長 滝澤 依子》 

「青少年を被害から守る

ための調査」のための対

象者抽出 

平成29年10月26日 篠町見晴6丁目・7丁目、篠町

馬堀、篠町野条、篠町広田1

丁目・2丁目・3丁目、東つつ

じケ丘都台1丁目・2丁目・3

丁目、東つつじケ丘曙台1丁

目・2丁目・3丁目・4丁目 

12歳以上18歳以下の女性28件

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第５号 

 

 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第１項の規定に基づき、

亀岡農業振興地域整備計画を変更したので同条第４項で準用する同法第１２条の規定により公告し、

当該計画書を次により縦覧に供する。 

 

   平成３０年１月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 農業振興地域整備計画書の縦覧期間 

 平成３０年１月３１日以後、常時備え置くこととする。 

２ 農業振興地域整備計画書の縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 
 

             伊 藤 徹 也 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は平成３１年１２月３１日までとします 

   平成３０年１月１日 

 

農業委員会欄 
 

公 告 
 

 亀岡市農業委員会公告第１号 

 

 第６８回亀岡市農業委員会総会を下記のとお

り公告する。 

 

   平成３０年１月４日 

 

          亀岡市農業委員会 

            会長 酒井省五 

 

記 

 

１ 日 時 

   平成３０年１月１０日（水） 

   午後１時３０分から 

２ 場 所 

   亀岡市役所 別館３階会議室 

３ 議 題 

⑴ 農地法第１８条第６項の規定による通知

の承認について 

⑵ 農地法第３条の規定による許可申請に係

る許可について 

⑶ 農地法第３条第１項の規定による許可を

要する農地に係る買受適格証明について 

 

「掲示済」 
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 亀岡市農業委員会公告第２号 

 

 第６９回亀岡市農業委員会総会を下記のとお

り公告する。 

 

   平成３０年１月３１日 

 

          亀岡市農業委員会 

            会長 酒井省五 

 

記 

 

１ 日 時 

   平成３０年２月５日（月） 

   午後１時３０分から 

２ 場 所 

   亀岡市役所 ３階 

   ３０２・３０３会議室 

３ 議 題 

⑴ 農地法第１８条第６項の規定による通知

の承認について 

⑵ 農地法第３条の規定による許可申請に係

る許可について 

 

「掲示済」 
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上下水道部欄 
 

公 告 
 

 亀岡市上下水道部公告第１号 

 

 亀岡市水道料金等システム更新の事業者選定に係るプロポーザル参加者を募集するので、次のと

おり公告する。 

 

   平成３０年１月２３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業 務 名  亀岡市水道料金等システム更新の事業者選定 

 

２ 業務内容  別紙「亀岡市水道料金等システム更新業務委託仕様書」のとおり 

 

３ 実施スケジュール 

項番 項目 日程等 

１ 参加募集の公告 平成30年1月23日（火） 

２ 参加表明期間 平成30年1月23日（火）～ 

平成30年1月31日（水）午後5時00分 

３ 質問書の提出期間 平成30年1月23日（火）～ 

平成30年1月31日（水）午後5時00分 

４ ヒアリング日程の通知 平成30年2月5日（月） 

５ 質問に関する回答 平成30年2月5日（月） 

６ 提案書等の提出期間 平成30年2月6日（火）～ 

平成30年2月15日（木）午後5時00分（必着） 

７ ヒアリング等審査 平成30年2月21日（水）～平成30年2月23日（金） 

８ 審査結果の通知 平成30年3月9日（金） 

９ 契約締結 平成30年3月下旬 

 

４ そ の 他  詳細は、実施要領及び仕様書等参照 

 

「掲示済」 
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